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グ ロ ー バ ル 企業 に耐 え るた め の 基本的管理 思考

松 田 修
一 ＊

〈研究要旨〉

　1985 年 の プ ラ ザ合意以 降の 急激 な円 高誘導以 降 ，
さ ら に わ が 国人冂構造 の 高齢化

進行が相俟 っ て
， 各企業 の グ ロ ーバ ル 戦略の 重要性が 強調 され る よ うにな っ て きた．

しか し，昨今の 新聞報道 にみ る通 り，企 業の 特に 欧米先進 国 へ の 現 地化 の 多 くは ，

苦戦を強い られ て い る の が現状 で あ る．

　本論文で は
， 次 の 3 点 に 関 して検討 して い る ．

1． 米国に進出 した わ が 国子会社の 経営実態の 調査を もとに
， 各種経営問題 を明 ら

　　か に して い る．過去 5 年間売上 高 の 年率 10 ％前後 の 成 長 と従 業員 の 雇用 の 創出

　　に は
， 大変な貢献を して きた が ，利益 は 悪化傾 向にあ り，配当は期待で きな い ．

2． 1990 年当時 ，
わが 国企 業 ， 特 に製造 業 は史上 空前 の 好決算 に もかかわ らず，先

　　進諸 国で の 子会社経営が なぜ軌道 に 乗らない の か を明確 にす る． い わゆ る 日本

　　型経営の 特性 と こ こ か ら発生 する 目本企 業の 収益構造 と資金 構造が
， 欧米先進

　　国には移転が 困難で ある の が 原 因で ある ．

3． こ の よ うな状況下 で ，日本 企 業は グ ロ
ーバ ル 企 業 と して 耐 え うる経営 体質 に変

　　革する 必要が ある ．管理 シ ス テ ム の 前提 と して の 基本行動，さ ら に 基本的管理

　　思 考 を変革す る必 要が ある ． と くに ，経営管 理 の 基本 と な る経 営 目標 の 変 革 ，

　　親子会祉 間の 取 引の 変革が不可欠で ある ．

〈キー
ワ
ー ド〉

海外子会杜の 苦戦 ， 日本企 業の 経営特性 ， H 本企 業の 収益 源泉 ， 日本企 業の 経営 目

標の 変革 ， 子会社経営の 変革

1． 米 国進出子 会社の 経営実態

1985 年 の プ ラザ 合意 に よ る 円高 シ フ ト以降わ が 国企 業の 海外直接投 資 は 急増 し ， 企 業規

1993 年 1 月受付
＊

早稲Mk 学教授 （シ ス テ ム 科学研 究所 ）

125

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 管理 会計学 第 2 巻 第 1 号

模 を拡大 して い る との 新 聞報道 が相 次 い だ ． しか し ，
バ ブ ル 崩壊後 ， 海外 子 会社 の 業績悪

化 に よ り連結利益 が マ イ ナ ス に な っ て い る と の 報道が 散見 さ れ る 、 こ の 間 まだ 5 年 しか経

過 して い ない ． こ こ で は
，

わ が 国企 業 の 海外進 出状況 と最大 の 市場で あ る 米国 に 進 出 した

わが 国子 会社 の 経営実態 を明確 に した い 。

1．1　 わ が国企 業の 海外進 出状況

　 日本企 業の 海外進 出 状 況 を直接投 資で 示す と
， 下記 の 表 の 通 りで ある ．特 に プ ラ ザ 合意

後 の 1986 年度以降の 直接投資 は 急増 して い る （1）．

　最 大 の 市場 で ある 米国 で 競争力 を つ け なけれ ば
，

グ ロ
ーバ ル 時代 に 生 き残れ な い と の 判

断が働 い て い る と同時 に
，
EC 統合 を睨ん だ欧州へ の 投資 も活発 で あ る ．た だ し ，

バ ブル 崩

壊 の 1991 年以 降急 減 して い る．

表 1　製造業海外直接投資許可 ・届 出額 と海外生産比率

年度 単位 198411985 198611987 1988 1989

億 ドル　 　　 1

　 　 ；

25 24
　 　 ：

38 78 138 163
投資額

（うち北米）

海外生 産比 率

一7

　 　 　 i　 l2
　 　 　 1

12 22 48 92 96
一一一

圭
一一

％　　 　 4．3 3．0 3．2 40 49 5．7

出所 ：通商産業省産業政策局国際企業課編集 「第四回海外事業活動基本 調査 海外投資統

　　 計総 覧」平成 3年 11 月28 日 よ り

　こ の 結果 ，
1986 年以 降製造業 の 海外生 産比率が 増加 し始め た ． こ れ は，海外現地生 産が

定着 して きた こ とを意味 して い る ． 1991 年度 に は 7 ％ に 達 して い る と推測 さ れ る 。既 に こ

れが 20 ％ 前後 に達 して い る業種 は
， 自動車 ， 電機 ・通 信 ， 機械 の 3 業種 で ある ．こ の 3 業

種 に代表 され る 日本 の グ ロ
ーバ ル 先進企 業 は， グル ープ内競合 時代 に突 入 した と い える．

1．2　米国進 出子会社の調査

　米 国に 進出 して い る わが 国企 業の 経営実態調査 を した の は， 1990 年で あ る ．調査対象 会

社 は
， 日本 を代表する 企 業 101 社の 各米国子会社群の うち最大の 中核子 会社の み で あ る ．

　 ア ン ケ ー トの 業種別発 送先 ，回答結果 を示 す と，下 記 の 逓 りで あ る．

　 ア ン ケー ト回答会社 44 社 中 19社 につ い て ， トッ プ ・イ ン タ ビ ュ
ーを行 っ た   ．

　 ア ン ケ ー トの 内容 は ，親会社 の 海外進 出 意欲 ，海外進 出 目的 ，米 国子会社 に 期待 され て
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表 2　米国進 出関 係会 社 の調 査の 回答 回収 結 果

業種 発送数 回答数 回収 率 ％

19 10 53．6

15 7 46．7

電機 ・通 信 機

自動 車
・
部品

精密機器
・事務機

その 他 製造

　製造業計

13 4 30．8

17 6 35．3

64 27 42．2

9 5 55．6

墨4 7 5α 0

商社

金融機関

そ の 他非 製造

　非製造業計

14　　 1　　　 5 35，7

37
　 　 　 　 　 ！
1　 　 17

　　 　「一

45．9
一一‘圃．

　 　合計 101 44 43．6

い る 事 項 ，
ト ッ プ を 含 む人の 現地化 ， 人 の 定 着化 施 策 ，責任権 限の 委譲 ，

コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ

ョ ン ，経営 業 績 の 推 移等で あ る ． イ ン タ ビ ュ
ーは ，設 立 以 来 の 事業お よ び組織拡 大 ，親 会

社 の 指揮 命令系統 ， 真 の 現 地 化の 可 能性 ，現 地調 達 率 ， 価 格移転 問題 と親 子間 の 取 引 ， さ

らに ア ン ケ
ー

トの 補完 を内容 と して い る ．

　こ の小 論で は ，調査 結果の うちか ら 米国進 出形態 ，企 業業績， リ ス ク と管理 の み を採用

して ， グ ロ
ーバ ル 子会 社 の 経営実態 と基本 的管理思 考 に つ い て 検討 す る こ と とす る．

L3 　米国子会社の 進出状況

　 日本企 業の 海外 直接 投資お よ び 製造 業の 海外生 産比 率 に 関 して は
， 前述 した 通 りで ある

が
， 日本 を代表す る 製造業各社 が どの よ うな 米国進 出形態 を と っ たか

，
ア ン ケ

ー トに よ っ

て 整 理 す る と次 の 通 りで あ る ．

　こ の デ ー タ は
， 回 答製造業 27 社が ， 米国 に初 め て 進 出 した 子 会社の 形 態を年代 別 に表示

し た もの で あ る 。回答子 会社 は ，進 出各社 の うち最 も伝統が あ り，規模 の 大 き く，中核 的

な子会社で ある ．

　こ の 間の わ が 国の 景気動 向を示 す と次 の 通 りで ある ．

　〈 年 代 〉 　 ＜ トピ ッ ク ＞

　　 1963 〜 64　 　　 　 オ リ ン ピ ッ ク景気
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1966 〜 70

1971

1972 〜 73

1973

1985

1987 〜 91

い ざな ぎ景気

ニ ク ソ ン シ ョ ッ ク に よ り為替変動相 場 制 に

日本列島改造 ブ ーム

第
一

次石 油 シ ョ ッ ク

プ ラザ 合 意 に よ る 急激な 円高進行

平成景気

　米国 へ の 進 出が 5 年聞 きざみ で 際だ っ て 増 加 して い る の は ，東京 オ リ ン ピ ッ ク直前 ，列

島改造 ブ
ーム ， さ らに プ ラ ザ 合意後 の 円急 騰以 降 で あ る ．特 に 1985 年以 降 の 5年 間 は

， 全

体 の 31．5 ％ に 達 し，「世 界で 生 き残 る に は 最 大 の 市場 で あ る 米国 で勝 ち残 る 必要が ある」 〔3）

との 認 識 が 強か っ た とい うこ とが わ か る ．

　さて
， 当該 デ ー タ か ら

， 進 出年度別の 各種 子会社 数が ，左上 か ら右 下 に表示 され て い る

こ と が わ か る ．進 出形態 は ，上 位 ほ ど年代 が 古 い こ とを意味 して い る ．子会社進 出の 順序

は， ロ
ー

リ ス ク か らハ イ リス ク と い うこ とが で きる ．最 もロ
ー

リ ス ク の 商社 の 活用 は
， 販

売お よび 回収 リス クは ほ と ん ど無 い と い える ． リス ク が 急増す る の は
， 製造業 が み ず か ら

販売 拠 点 で あ る 米 国で 生 産 を 開始 す る と きで あ る ．多額の 投 下資金 の 必要性 とその 固定化，

　　　　　　 表3　米国 子会社の進出形態 （製造業）　　 （単位 ：会社数 ・％）

　　 　　　　 　　　 年代　 59年

形態　　　　　　　 i以前

60　i65
馴 1靭
　 　 1

70

−74

75

−79

80

−8485

年

以降
合計

商 社 　・ 代 理 店 の 活 用
；

　 7
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛

4 2 3 3 19

支店の 開設 ・販売会社 の 設立
1　 5 10 6 5 5 3 34

サ ー ビ ス 会 社 の 設 立 3 1 2 2 8

生産 会社 （組立 中心）の 設 立 1 1　 1　 　 3 5 3i 　 8
　 …

21

生産会社 （開発含 む）の 設立 1 i　 1
…

2
　 r5
　 1　 5 14

合　弁　 会　社　 の　 設　立 1
1

　 　 1 3 2 5 12

企 業 買 収 に よ る 会 社 取 得 1 3 12 16

金 融　子 会 社 　の 　設 　立 5 6 11

米 国 統 括 会 社 の 設 立 1 玉 一　 8
　 ●
ll

合　 計 12 21 9 15 21 22 46 146

構 成 比 8．214 ．4 6．210 ．314 ．415 ．13L5100 ．0
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さ らに現 地従 業 員 の 雇 用 拡 大 に よ る雇用 責任 の 増 大で あ る．親会社 か らの 業務全 般の 指導

を含む支 援体制 が ，単な る輸 出 に よる販売会社の 運 営 とは飛躍 的に リ ス ク を増大 させ る ．

　 さ ら に
， 企 業 買 収 は

，
ゼ ロ か ら の ス タ ー トで は な く ， 米 国企 業 を時 価 で 購 入 す る の で あ

る か ら
， 買収金額 は 数千億 に 達す る こ と もあ る ． しか もカ ル チ ャ

ーの 全 く異 な る企 業 を買

収 し，経営陣 を可 能なか ぎ り残 した まま の 間接管理 に よ っ て 投資回収 をす る の で あ るか ら ，

リス ク は 飛躍的 に 増 大す る ．

　ハ イ リス ク の 米国子会社 は
， 特に 1985 年以降急増 して い る ． ハ イ リス ク子 会社の リ ス ク

を可 能 なか ぎ り少 な くす る た め に ，金 融子会社 を設 立 し， さ ら に 北 米 統括の た め の 持 株会

社 を設立 して きた ．統 括持株会 社 の 運 営 に は各種 の 形 態 が あ る が ，北米で の リ ス ク を域 内

で解決 す る地域 完結型経営 をめ ざした布石 で あ る とい え る ．

　海外依存経 営が ます ます 進行 す る と き， 国 内 の み で 考え られ て い た グル ー プ経営 の 基 本

的管理 思考 を変質す る必要 が あ る ．

1．4　米国進 出子会社 の 規模 拡大

　米国 に進 出 した グ ロ
ーバ ル 企 業の 目覚 し い 躍 進が ，

プ ラ ザ合意 に よ る 円高 シ ョ ッ ク をの

りこ えた 1988 年頃 ジ ャ
ーナ リズ ム を賑 わ した．

　今回の 調査 対 象で あ る米国進出 の 中核企 業の 過去 5年 間に わ た る 企 業規模拡大 の 状況 を

売上 高 ， 従業 員数の 推移で 示す と，次の 通 り大 躍進 で あ る こ とが 裏付 け られ る ．

表 4 過去 5年間に わ た る企 業規模 の拡大 （単位 ：M ＄
，
人 ， ％）

区分 規模指標 198513 199013 年間増加率

売上高 1，128 1，806 99全社

（38社 ） 従業員 666 1
，
204 12。6

売上 高 613 1，343 17．0製造業

（25社 ） 従業員 762 1，395 12．9

売 上 高 2
，
201 2

，
772 4，7非製造業

（13社 ） 従業員 467 806 115

（注 ）売上高 ，従業員数は 1杜 の 平均 を意味 して い る。

回答会社 38 社 の 平均 売上 高成長率が 9．9 ％ で あ り，
こ れ を製造業 に 限 る と 17．0 ％ と い

129

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理会計学 第 2 巻 第 1号

う高 い 成長 率 で あ る ，こ の 売上 高 には ，現 地 生産 の み な らず ， 日本か らの 輸 入製品の 販 売

も含 まれ て い る ．米 国企 業の 成 長 率が 2 〜 4 ％ で あ る か ら
， 米 国内の シ ェ ア を拡大 して い る

こ とが わ か る ．急激な 円高以 降 ， 「良 い もの を安 く」提供す る こ とに よ っ て
，

わ が 国製品が

米国市場 に受 け入 れ られて きた こ と を意味 して い る ．

　従業員 の 増加率 は
，
12．6％ で あ る ．こ れ を製造業 に 限る と 12．9 ％ で あ る ．25 社 の 平均従

業員 数は 1
，
395 人 に増加 し

， 雇用 の 創 出に 貢献 して い る と同時 に
， 雇用責任 が急増 して い

る こ とが わか る． 日本国内で あ れ ば ，売上 成 長率 に 比 較 しこ れ程 の 従 業員の 増 加 は あ りえ

ない ．従 業員 の 平均 的能力，雇用 形 態 に相違 が あ る こ とに よる ．

　 さて ，米 国 へ 進 出 した 日本 企 業 ， 特 に 製 造 業の 規 模 拡 大 は
， 次 の 2 つ の 課 題 が 発 生 す

る．

（1）子会社 の 規模 拡大 に よる リ ス ク の 急増

　 日本企 業の 製 造子会社の 規模 拡大は
， 単 な る量 的拡大 の み な らず，質 的向上 を伴 わ ざ る

を え ない ， しか も，企 業 グ ル ー プ内 に お け る海外 シ ェ ア と 海外 に お け る現 地 化が 進 行す る

の で ，各種の リス クが増 大 す る．

　開発 ・技術 の 拠 点 と して 開発 リス ク，資金投 下増 大 に よ る回収 リス ク ， 日本企 業 同志 の

競合 に よ る 収益 リ ス ク ， 雇用 増 大 に よ る雇 用 維持 リ ス ク ， 企 業 グ ル ープ 内生 産 調 整 問題 等

が含 まれ る ．

（2）米 国に お ける 経済摩擦の 拡大

　良 い もの をよ り安 くとい う日本企 業 の 得 意 とす る 継続 的 な改 良改 善 を優先 した プ ロ セ

ス ・
テ ク ノ ロ ジー ・ベ ース の 進 出 は，米 国企 業に対 す る シ ェ ア 拡大 に は貢献 したが 各種 の

規 制 を引 出 して きた ， ダ ン ピ ン グ問 題 ，価 格 移転 問題 ，総量 規 制 ，現地 調達率 問題，み な

し利益課税 問題 で ある ．

L5 　米国進 出子会社の収益構造の 悪化

　 日本企 業が ，米国 に お け る シ ェ ア拡 大 を しなが ら高 い 利益 率 を維 持 し，余裕 の ある 経営 を

行 っ て い る の で あれ ば 問題 は な い ．米 国進出子会社 の 中核企 業 が ， どの 程度 の 税引前利益

率で あ る かの 調査結果 を示す と次の 通 りで ある （4）。

　 1985 年 3 月期 と 1990 年3 月期 と の 二 時点 間の 利益率の 推移 を示 して い る ． 1985 年 3 月期

は
， 第

一
次 ・第二 次石 油 シ ョ ッ ク をの りこ え企業業績が 最 高 に達 した 時 で あ る．

　 1990 年 3 月期 は
，

プ ラザ合意後 の 急激な 円高 を克服 し
， 証 券市場 の ダ ウ平均 が 38 千 円 を
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表 5　過去 5 年間に わた る税引前 利益 率の推移

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　 （単位 ：会社数 ，構成比 ％ 〉

　　　 期間

利益率

区分

全 体 製造業 非製造業

198513 199013 198513 1990／3 1985！3 199013

マ イナ ス 14 ，8313 ，618 ．3215 ，4 一 ｝ 1 豆1．1

0〜2％未満 1047 ．61359 ．1650 ．0969 ．2444 ．4444 ．4

2〜4％未 満 419 ．029 ．1216 ．7 一 一 222 ．22222

4％以 上 628 ．6418 ．2325 ．0215 ．4333 ．3222 ，2

合計 21100 ．022100 ．012100 ．013100 ．09100 ．09100 ．0

日本上 場企業 3．2 3．4　　 14 ．7 5．6 19 L9

記 録 し た 平成 の バ ブ ル 最高潮 の 時で ある ． 日本企 業 が 最 高 の 利 益 率 を計 上 した 時期 で あ る

に もか か わ らず ， 米 国進 出 企 業 の 質 的指標 で あ る 税 引前利益率 は 悪化 し て い る ．利益 率

2 ％未満 の 子会社 は 5 年間 で ， 52．4 ％ か ら 72．7 ％ に増加 して い る ．

　非製造業子会社 の 利益率 の 悪化 よ りも ， 製造 業子会社 の 悪化 の ほ うが 著 しい ． 2 ％未 満

の 子会社 は 5 年間で
，
58．3 ％ か ら 84，6 ％ に 悪化 して い る ． 日本の 上場企 業 の 平均値 か ら比

較す る と格段 に 低 い ． こ の よ うな状 況で あ る に もか か わ らず ，国内景気 の 好 調 と海外進出

の 活発 化 に よ っ て それ程問題 に な ら なか っ た と い える ．なお ，
ア ン ケー トで 売上高 の 記載

は あ っ た が ，利益 は 公 表 し て な い 企 業が 多 い ．公表 に 耐 え ら れ な い 業績 不 振 会 社が 回答 し

て い な い とも考え られ る の で
，

こ の デ ータ以 上 に業績は 悪 い と い える ．

　こ の よ うな 米 国進 出 の 中核企 業の 業績 不振 に 対 して
， 日本 の 親会社 は 米 国 子会社 に何 を

期待 して い る の で あ ろ うか ．

　全般 的 に過 去 5 年 間 の 間 に ， 親会社 の 期待 は 量 的拡 大 か ら質的 向上 に 変化 して い る ．成

長率向上 が 減少 し
， 利益額向上 が 急増 して い る ．特 に 製 造 業は

， 前者 が 48 ．1 ％ か ら 29 ．6 ％

に 滅少 し，後者が 44 ．4 ％ か ら 77．8 ％ に 上昇 して い る ．今以 上 の 収益力 を期待 して い る とい

うよ りも ，
と に か く黒字基 調 を定着 して ほ しい と い うの が 親 会社の 最 も期待 する こ とで あ

る ．配当期待が ゼ ロ と い う回答が こ れ を証 明 して い る ．

　「米国子会杜 の 90 ％以 上 が 赤字」 と い う話が 真実味 を帯 びて くる ．
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表 6　親会社か ら米国 子会社 へ の 期待 （上 位 6ポイ ン ト）

　 　 　 期 間

期 待 区分

全体 製造業 非製造 業

198513 199013 198513 199013 198513 199013

利 益 額 向 上 2556 ．8347731244 ．42177 ．8137651376 ．5

成 長 率 向 上 1943 ．2ll25 ．01348 ．1829 ．6635 ．3317 ．6

競 争 力 向 上 1738 ．6153411140 ．71037 ．0635 ．3529 ．4

シ ェ ア ・ア ッ プ 1636 ．41431 ．81348 ．11140 ．7317 ，6317 ．6

経 営 力 向 上 1022 ．71534 ．1725 ．01244 ．4317 ．6317 ．6

親会 社 へ 配 当 818 ．21022 ．700 ．000 ．0847 ．11058 ．8

（1社 3 つ 回答可能 ，製造 業27 社 ，非製造業 17 社） （単位 ：会杜数 ，回答会社割合）

2． 日本企業 の 経営特性 と収益構造

　世 界 最 大の 米国 に進出 した 日本企 業の 子 会社が ，経営業績の 悪 化 に苦戦 して い る ．貿易

収支 の 最大の 黒字国で あ り，第二 次世界 大戦後，急成長 を して きた 日本企 業が ど うして 海

外先進国 に 進 出 す る と収益構造 が悪化す る の で あ ろ うか ，改め て
， ロ本 企 業の 成長 を支 え

て きた経営特性 と収益構造 を明確 に し， 日本特有 な収益構 造が 海外 に移転 す る こ とが で き

る の か を検討 す る必 要 が あ る ．

2．1　 日本企 業の 経営特性

　 日本 企 業 の 経営特性 に つ い て は
， 人本 主義 ，上 地 資本主義 ， 日本的労務 管理 とう各種 の

議 論が あ る． こ れ らの 根底 にあ る特性 を整 理 す る と
， 株主の 安定性 ， 経営 陣の 同 質性 ， 同

質 ・豊富 な労働力 ， 不 動産の
一

貫 した値上 が り， 社内外 の 信頼 シス テ ム 等 が ある ． こ れ ら

を逐 次検討す る こ と とす る 〔5）．

2．L1 　株主の 安定化

　第二 次世 界大戦 後 ， 財 閥の 解体 が 進み ， 持株会社 の 設 立が 禁止 され た ．資本 蓄積の な い

わ が 国各杜 は ，企 業 間信用や 不動 産担保 ，
さ ら に 株式 を銀行等の 取 引先 に所有依頼す る こ
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とに よ っ て 資金 捻 出を計 っ て きた． こ の 株式 は 相互 に 持 ち合 うこ とに よ っ て
， 株 主の 安定

化 に も貢献 し
， 株式公 開後 も企 業買収 の 危険 もな く， 経営の 安定化 と戦 略の 継続性 に よ っ

て 企業成長の 基 盤 を つ くっ て きた．

　 株式の 相互 持 ち合 い は，単 な る株式 の み な らず，物 品取引，融資，保 険，役員派遣等各

種の 取引 を も関連 させ ，株 式以外 の 相 互 取引 の 継続 性 を保 証 して い る． こ の よ うに 多 くの

取引 関係 に あ る の で ， 株主 相 互 に 牽制 作用 が 働 き ， 相互 の 経営 に は干 渉 しな い とい う株主

の サ イ レ ン ト化 が進 行す る ．戦 後設立 され た オ ーナ ー会社 で
， 創 業社 長 あ る い は そ の 一

族

の 株式割合が 5 ％未満 で ある に もか か わ らず ， 彼等が 社長 に就任す る こ とが で きる の は株

式相互 持 ち合 い の 結果で ある ．

　無言の 株主 か らは
， 牽制や 株 主 権の 主張が ほ とん どない の で

， 社長 は
， 自由な経営を実

行 で き，ス
ーパ ー

マ ン 化す る ．戦後の 日本企 業 の 成長 は ，企業発展 を願 う高 い 志の 社長 を

頂 い た証明で もあ る ．

　 株式 の 流動性が 低 い とい うこ とは ，高株価 の 維持 に役 立 ち，短期 的に は 高株価 を背景に

した エ ク イ テ ィ ・フ ァ イナ ン ス と低 収益 ・
低 配 当 に よ っ て ， 収益 力の 底 上 げに 貢献 した ．

しか し ， 株式 を持 ち合 っ て い る と い う こ とは ， 実質的 な利用 資金 を相殺 させ る ． ま た ， わ

が 国で は 1970 年 頃 まで 株 式 は 額面 発行が 中心 で あ っ た の で
， 企 業の 利用 で きる 株式資金

（資本金 プ ラ ス 資本準備金 ）に対す る 資金 コ ス ト （配当金 ）は
， 必ず しも低 くな い とい うこ

とを忘れ て は な らな い ．

2．1．2　経営陣の 同質性

　社長 以 下 の 取 締役 の 選任 は 株 主総 会の 専 決事 項で ある ． し か し株 主 が サ イ レ ン ト化 し
，

相互 牽制す る 仕組 み とな っ た結果 ， 取締役選任の た め の 株主総会 が形骸化 した ．現 実は 社

長又 は実力会長が ，取締役 を指名 し，そ の 追認の 儀式が 株主 総 会 とい うこ とが で きる ．取

締役は 株主か ら独立 し
， 株主の 方で は な く， 社長の 方 を向 い て 仕事 をする こ とに な る ．

　 取締役 は社 内の 生 え抜 きか ら選任 され ，社 長 と同質性 を もつ こ とに なる ． こ の マ ネジ メ

ン トの 同質性は
， 必 ず しも悪 い こ と で は ない ．貸 し借 りの 論理 や 以 心伝心 に よ っ て コ ミ ュ

ニ ケ
ー

シ ョ ン を円滑 に し ， 経営の 意思 決定 を迅速 に させ る効果 が あ る，急激 な 環境変化 に

対応 す る に は
，迅速 な意思決定 に もとつ く具体 的な行動 が 必要で ある ．欧米先進 国 に追 つ き

追 こ せ と い う目標が 明確 な時代 に は，取締役 が一
丸 となれ る こ の 仕組み は企 業成長 に と っ

て 極 め て 有効 で あ っ た ．

　 しか し
， 重要な戦略転換や 意思 決定の 時 に対応 が 一

本調子 に な り， 反対意見が 出 な い か ，

社内実権者の 考 えが優先 し反対意見 は無視 され る傾 向が あ る ．こ の 3 〜 5 年 に わ たる平成景
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気 か ら ，

一
気 に そ の バ ブ ル が 崩壊す る 過程で 経営陣の 同質性 ゆ えの 問題点が 噴出 した 企業

が多い ．社 内 チ ェ ッ ク ・シ ス テ ム が働 か な い わ けで あ る．

2．1．3　同質 ・豊富な労働力

　戦 後 日本の 経 済成長 で
，

1948 年生 れ を中心 に した い わ ゆ る の 団塊 の 世代 人 口の 急増 を

忘 れ て は な らな い ．前後 3 年閔の 平均 で 260 万 弱の 人 口 で あ る．当然戦 後の 混乱期 で ある

か ら食料 問 題 か ら始 ま り， 教 育や就 職 ， そ の 後の ポス ト争 い と一生 競争が つ い て まわ る ．

か か る意 味 にお い て ，生 れ 落 ちた時か らの 競争体 質 と い うこ と がで きる．

　大学 の 急増 に よ る高学歴社会の 出現 と と もに
， 同 質的か つ 高能力の 豊富 な 労働 力 を社会

に送 り出 して きた ．こ れ ら の 団塊 世 代が 企 業 に就労 した と き， 日本 を経済的 に復 興 させ た

戦 後第
一世 代 の 経営 者 の 影響 を直接受 け た意 義 は大 き い ．戦 後第

一世 代 の 経営者は
，

戦争

で 同僚 を失 い
， 廃墟 とな っ た 日本 を復興 す る ため の 気概 に燃 え

， 寝食 を忘れ て 働 い た ．戦

前 の 価 値 観が くずれ
， 指 導で きる先 輩 も存在 しなか っ た が ，企 業 を生 か す た め に 自由 にそ

の 腕 を振 る っ た とい え る 。彼等 は ，仕事 わ が命 の仕事 中心主 義 に徹 し て い た と い える ．

　団 塊 の 世代 は
， 第

一
世代 経営者の 仕事振 りや そ の 経営思 想 に触 れ る と き ， 直接見 て き

た 自身の 親 の 苦労 と重 ね合 わせ
， 素直 に 受 け入れ る 土 壌が あ っ た ．戦後 10 年 間の 食料難

の 時代 の か すか な記憶 と と もに
， あの 時代 に 戻 りた くない との 気持 ちが 強 く，

生 まれ 落ち

た時か らの 競争体質に よ っ て ，仕事第
一

主義 を 自然 に体得 して い た ．

　 戦 後の 画 一
的 ・集団主 義的教育が 競争体 質 ・仕事 第

一主 義 に さ らに 磨 き をか けて きた ．

1970 年代か ら急拡大 し た 産業や 企 業 の 多 くは
， 若 く ・低給与 の 同質 か つ 豊富 で 高学歴 の

労働力 をフ ル に 活用 し，経営規模 の 拡大 と収益 力構造の 基 盤 を つ くる こ とが で きた．

　 また豊 富 な労働 力の 団塊の 世代 は ， 同時 に ニ ュ
ーフ ァ ミリ

ー
とい われ る最大 の 消費者で

もあ り， 日本経済 の 発 展 に両 面 か ら貢献 して きた．

2．L4 　不動産の 一貫 した値上 が り

　 第二 次世 界大戦後の 資本不足 を，手形 を 介在 した企 業間信用の 創造 と不 動産 を担保 と し

た銀行の 融資の 弾力的運用 に よ っ て 補熕 して きた ． また
， 戦 後

一
貫 した 保守政 治体制で 政

権が安定 し ， 安定政権 は 国益 と企 業益 とを
一

致 させ ，経済 の 長期 的安定成長 を可能に した．

狭 い 国土 で の 活発 な企 業活動 は
，

土 地の 積極的 な 開発 と取得 を促 し ， 土 地の 長期的 な値上

り神話 を生 み 出 した 。

　土 地 時価 の 長期的な上 昇 は
， 貸借対照表に 現 れ な い 含 み 益 を拡大 し

， 資産内容 を よ り充
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実する 効果 が あ る ．土地資産価値 の 上 昇 は 借入金 の 担保 価値 を増 加 させ ，銀行 に 対す る信

用創造 の 役割 を はた す． こ の 結 果長期 的に 不動産 を取得 し て い る 企 業 は
， 収益構造や経営

業績に そ れ程 関係 な く資金調達力が 増 して くる ．株価好調な 時に は 株式の 有利 な時価発行

とあ い ま っ て ， 資金 調達 は，わ が 国企 業の ト ッ プが 重 要 な経営意思決定 をす る際 の 制約要

因 には な らない ．特 に平 成の バ ブ ル 崩 壊以 前 には ，金 は天 か ら降 っ て くる と考 え て い る の

で は ない か と思わ れ るふ しが ある ．

　昔か ら膨 大な土 地 を所有 して い る 企業 は
， 経営努力 とは 関係 な く土 地含 み益相 当分 を タ

ダで 利用で き ， 資金 コ ス ト，ある い は 賃借料 を回避す る こ とが で きた ．伝統あ る企 業 が優

位 に立 ち ， 同
一

業界 へ の 新規 参入 者 を排除 す る機能 が あ る．特 に 海外企 業が わが 国の 首都

圏で 営業 を開始す る に は ，高 い 賃借料 に耐 え る だ けの 高 い 収益力 を必 要 と する ．海外企 業

の 首都 圏へ の 最大の 参入障壁 とな っ て い る ．

　こ の 不動産 の 含み益 は ， 幾 多の 企 業や経営者 を救済 して きた ．

　本来 な らば長期 的 に 収益力 の 悪 化 した企 業が 倒産 し ， よ り効率の 高 い 企 業 に 余剰経営資

源 をシ フ トす る の が マ ク ロ 的に は 適切 で ある ． しか し ， 伝統企 業は 不 動産含み益が 多額で

あ り， 資金 調達能力が ある の で 倒産 を免れ る こ とが で きた． 同
一

業種 で 多 くの 企業群 を擁

して い る事実の
一

因は こ こ に ある ．

　 さら に経営能力の ない トッ プ の 退陣 を遅 らせ ， ダ イナ ミ ッ ク な リ ス トラ ク チ ャ リ ン グ を

阻害 して きた の も確か で あ る ． 3 年間赤字 が続 けば当然社長 は退 陣せ ざる をえ な い ． しか

し ， 何等か の 問題 を起 こ し， 本来赤字決算 をせ ざる をえな い 場合 ，不動産 を売却 し， 売却

益 に よ っ て 税 引 前利 益 を計 上 す る こ と が多々 あ る． トッ プの 経営 責任 を不明確 に し ， 真の

経営者 の 育成 を阻害 して きた．

2．L5 社内信頼 シス テ ム

　わが 国の 新 卒者 の 入 社 動機 は，就 職 意識 よ りも就 杜 意 識 が 強 い と い われ て い る ． ジ ェ ネ

ラ リス ト養成 とい う名の もとに ，他部 門へ の 人事移動 ，単身赴任 を伴 う転勤 が頻繁 に 行わ

れ る ．こ れ は安心 して 働 け る と い う社 内 に相 互信 頼 シ ス テ ム が働 い て い る こ とを前提 に し

て い る ． こ れ は
， 企 業内組合，終身雇 用 ，年功序列 と も密接 に 関連 して い る．こ の 社 内信

頼 シ ス テム は
，

企 業 ・従業員 間 とい うオ フ ィ シ ャ ル な シ ス テ ム 以 外 に ， 人 と 人 ，特 に
一

定

時期の 上 司 と部下 と い うイ ン フ ォ
ーマ ル な シ ス テ ム も含 まれ る ．

　 こ の シ ス テ ム は ，現杜長 も含め新卒者 と して 入 社時 か ら全 員底辺 の 業務 をス タ
ー

トする

こ とに も起 因す る ，同 じ釜 の 飯 を食 うとい う言葉が あ る よ うに ， 気心 を知 っ た仲 間 や 上 下

関係者 間で の 貸 し借 りの 論理 が存在 し ， 横 並 び 意識 や 集 団 意識 を形 成 した ．戦 後
一

貫 して
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企 業の 長期 成 長 が続 き， よ り上 位 者が 下位 者 に対 して 貸 しをつ く り ， 借 りを返 す だ けの 豊

富 なポ ス ト （役職）が あ っ た こ とが
， 社内信頼 シ ス テ ム を支 えて い た．

　 こ の 豊 富 な ポス トの 可 能 性 ， さ ら に ポ ス トが 保 証 す る 第二 給 与 （交 際費）が ， 実 力通 り

の 給与格差 を つ けな い 形式平等主 義 を生 み 出 し た． ポ ス トの 上 昇可 能性 に よ っ て ，課長は

自分 が 部 長 で あ れ ば ど う考 える か と い う訓 練 を させ られ て い る と い える ． 日本企 業の 下位

者 は，社 内信頼 シ ス テ ム に よ っ て 常 に上 位 者 の 立 場 で の 判 断 を要 求 され て い る ． こ れ が ，

部 門単位 ・時 間外 ・無報酬で 実施す る 日本型 TQC 活動 を可 能 に し，継続 的な改 善 ・改 良に

よ る コ ス ト削減の 原 動力 に な っ て きた ．

2．1．6　社外信頼シス テム

　社内信頼シ ス テ ム 以外に
， 社外信頼シ ス テ ム もある ． 日本 は 島国で 農耕民族 で ある こ と

か ら，各種 の 縁 の 世 界が 存在 す る． こ の 縁 に は，地 縁 ，学 校縁 ，血 縁 ， 会 社 縁 等が あ る．

縁 の 世 界 は社外信頼 シ ス テ ム の 原 点で あ り，

一
度形成 され る と

， 継続 し
， 増殖 す る可 能性

が 強 い ．

　 ビ ジ ネ ス の ス ター トは
， 誰 か か らの 紹介 と い う縁 か ら始 ま る こ とが 多い 。社外 の 人 的信

頼 に よる長期的 な取引関係 は ，社 外 各企 業 との 利益 を共有す る基 盤 を形成 し，関係 は ます

ます緊密化す る ．外 注 ・下 請取 引 ， 特約店 ・代理 店取引の よ うに生産 ， 販売 と もに こ の 仕

組 みが 働 き ， 出資 と い う資本 関係 が な くと も ， 信頼 シ ス テ ム と利益 の 共 有化 に よ っ て ，排

他 的継続取引が行 わ れ る ． こ れ は特 に海外 か ら，系列取引で あ り，取引の 自由が保証 され

て い な い と批判 され るが ，単な る利益 の 共有化 だ けで は な く，経営危機の 際 に も力 を発 揮

し
， 経費削減 の 痛み 分 けに耐 え る 運命 共同体 と もい え る ． こ の 縦型柔構造組織 が

，
わ が 国

企 業の 社外 にお け る 改良 ・改善 に もと つ く長 期的 な コ ス ト削減 に 貢献 して きた ．

2．1．7　過当競争下の 協調体制

　海外 か ら み る と
， 日本企業全体が 信頼 シ ス テ ム で 相互 に 結ば れ て い る とみ える で あろ う．

「他社 とは違 うこ とを しよ う」 と い う独創 的経営行動 よ りも， 「あの 会社 が で きて
，

わが 社

が で きな い はずが な い 」 と い う同質的横並 び経営行動が 強 い か ら で あ る ．同 質的な横並 び

意識 の もとで の 大量生産的過 当競 争が わ が 国の 経済を飛躍的 に発展 させ て きた ．狭 い わが

国 で こ の メ カ ニ ズ ム が 可 能で あ っ たの は，次の よ うな理 由 に よる ．

　 ・ 　 世界の 最大 の 市場 で あ る 欧米市場が 解放 され ， 輸 出拡大 に そ れ程制約条件が な か っ

　 　 　 た こ と
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日本 国内で 独禁法 が 厳密 に 適用 され た こ とが な く， 過当競争下 で の 企 業 間の 協調 体

制が 維持 され た こ と

伝統 ある 限界企 業 が 赤字計上 し て も不動産の 含み 益 を顕在化 させ ，収益 的
・資金 的

に企 業立 直 しの 余裕 が もて た こ と

こ の よ うな過 当競争下 の協 調 を官民政が一
体 とな っ て構 築 した こ と

日本護送船 団型 経営が 戦後
一

貫 して行 わ れ ，産業界の 発展 に 貢献 して きた とい える ．

2．2　 日本企 業の収益 構造 ・資金構造 と海外 へ の 移転可能性

　 さて ，既 述 した 日本型 経営の 特性が ， 日本 企業 の 収益構造や 資金構 造 に どの よ うに 影響

を及 ぼす の で あ ろ うか ．か か る構造 が 日本企 業の グ ロ ーバ ル 化の 進展 と と も に ，海外 に移

転 す る こ とが可 能 で あ る か 否 か に 関 して 検 討 して み る 必 要 が あ る ．

表 7　日本企業の 収益構造 と資金構造

〈収益要因〉 〈資金要 因 〉

組織 的 ・継続 的な徹底 した

改善 に よる コ ス ト削減

銀 行の 担 保主義融資 と不 動産

時価 を担 保 に した信用創造

高株価 ・低配当下 の 資金 調

達 に よる 資金 コ ス トの 低下

少 ない 浮動株主 に よる高い 株

価 維持 と多額 な市場資金流 入

従 業員 の 超 過勤務 とサ ー ビ

ス 残業 に よ る タダ働 き

日

本

企

業

の

収

益

．

資

金

構

造

積極的 な設備投 資 に よ る多額

な減価償却 費 と低利益 ・低 配

当に よ る豊 富な キ ャ ッ シ ュ ・

フ ロ
ー

土 地 の 含み益の タ ダ利用 に

よ る低賃借料や低支払金利

業績不振企業 の 土地含 み益

を活用 した大幅赤字の 穴埋

限界企業救済の た め の 諸施策
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2．2．1　日本企業の収益 ・ 資金構造

　 日本型経営が
， 日本企業の 収益構造や 資金構造 に 与え る 影響 を整理す る と

， 次 の 通 りに

な る 〔6）．

　 い ずれ の 要因 も
， 株主 の 安定化 ， 経営 陣の 同質性 ， 団塊世代 を中心 と した 同質 ・豊富 な

労働力 ， 土 地 を 中心 と した不動産 時価 の
一

貫 した値上 が り， 社 内外 の 信頼 シ ス テ ム と 関係

し て い る 。 日本企 業が 出資者 と して の 株 主 を重 視 した資本 主 義で は な く，
土 地本 位主 義 ，

人 本主義 と い わ れ る ゆ えん で ある ． こ れ に 限 界企 業救済の た め の プ ラ イ ス 設 定 （例 えば
，

販売価 格 ，
金 利等の レ ー ト，賃金 協定）等 の 諸 施策が 行 われ るの で

，
限 界企業 以外 の 上 位

企 業は
， 普通 の 経営 を 行 っ て い れ ば 自然 と利益が 計上 で きる 仕組み に な っ て い る ．

2．2．2　日本企 業の収益 ・資金構造の 海外移転可能性

　TQC に代表 され る よ うに継続的 な カ イゼ ン 活動や サ
ー ビス 残業 を含む超過勤 務 は

， まさ

に 社内信頼 シ ス テ ム を基盤 に して い る ．

　規模 拡 大型の 先行投 資 を戦 略優先 順 位 と し， 利益率が 低 い に もか か わ らず高い 株価 を維

持 し， 資本市場か ら豊 富な資金 を調 達 して も低 い 配 当性向で あ る こ とに 対 して 株 主 が ク レ

ーム を つ けな い の は ，株 式の 持 ち合 い に よ り，株 主が サ イ レ ン ト化 して い る か ら で ある ．

　 また
， 必 要 な資金 を低 コ ス トで 機動 的に 金融機 関 か ら調 達す る こ とが で き， 企 業が 赤字

に な っ て も土 地 の 売 り食 い に よ り ト ッ プ交 替 を遅 らせ る こ とが で きるの は ， 不動産 の
一

貫

した値上 りが あ っ た か らで ある ．

　こ の よ うな収益 ・資金構造 は ， 日本 企業が グ ロ ーバ ル 化 し ， 現 地法人 が設 立 され ，
ヒ ト，

モ ノ
，

カ ネの 面で 現 地 化 した と きに ，
ほ と ん ど海 外 に移転 で きな い もの で あ る． 日本 型

TQC は通 用 せ ず ， 残 業は基 本的 に存在せ ず， ま して や サ ー ビ ス 残業 は な く，不動産の 含み

益 は 無 い 世 界で あ る の で
， 経営 の 失敗 の 回復 を土 地 に求め る こ と は で きず ， ま さ に経 営 力

で 乗 り越 える しか ない ．現 状 の ま まで ， 現 地法人が 高利益率 ・高配 当性 向の 必要 な世界 で

株式 を公 開す る こ と は 不 可 能で ある ．

　 日本企 業の 多 くに と っ て は
， 日本 国内 に い る か ぎ り ， 伝統 的 な経営特性 は経 営業績 に正

の 財産 と して 働 くが ，海外 に 進出 し
， 現地法人 を運営す る に は 負の 財産 と して の 働 きをす

る 可 能性 が強 い ．

　わ が 国 は ，年間労働時間 を 1995 年 に 1
，
800 時間 まで に 削減す る べ く， 努 力 して い る ．ホ

ワ イ トカ ラ
ー ・現業す べ て の 従業員 の 現 在の 労働 時間 と 1

，800 時間 と の 差 額 に対 して 残業

手当て を正 確に 支払 い
， 経営力 とは 関係 な く，伝統 ある 企 業が 単 に 長期的 に 所有 して い た
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結果 に す ぎな い 土 地 の 含 み 益 に 対 して 賃借料 や 金 利 を支払 っ た と した ら ， 日本 の トッ プ企

業で 利益 を計上 で き る企 業 が ある で あろ うか ．伝統 ある 企 業は ほ とん ど赤字 で あろ う． こ

の よ うな企 業 は ， 日 本で 経営 を して い る と利益 を計上 で きる が
， グ ロ

ーバ ル 化す る と
， 本

来 の 経営 力 が な い 企 業で あ る の で ，現地 法人 の 赤字の 累増で 日本 の 親 会社 の 経営 まで も失

敗 す る企 業 で あ る．

　 日本企 業 で ，負 の 財 産の な い 新進 企業 の み が ，海外 の企 業 と対等 に競争で きる と考 え る ．

伝統 あ る 企 業 は ，海外 で は 通 用 しな い 収益 構造 や 資金構 造 を合理 的 に 計算 し， こ れ らを控

除 して 事業計画 を立 案す る必 要が あ る．

3． グロ ーバ ル 企業 に 耐 え うる基本的管理 思 考

　 日本の 製造業の 海外生 産比率が 10 ％ に迫 ろ うと して い る ．好 む と好 まざる とにか か わ ら

ず， グ ロ
ーバ ル 化 は進行 し て い る ． 日本型経営の 収益構造 の 多 くが 世 界 に移転 が 困 難 で あ

る 現在， グ ロ
ーバ ル 企 業 と して 耐 え うる企 業体質 を再構 築する た め に は

， 日本企 業の 経 営

目標 や 子会社経営 に 関 する 基本的管理 思 考の 具 体的変革が 必 要 で あ る ．

3．1 経営 目標 の変革

　管理 の 基本 は ， 経営者 の 行動様式 に 大 き く影響 を受 け る ． 1990 年の バ ブ ル 崩壊後 か ら
，

日本 企 業の 経営姿勢が 問 題 に な っ て い る ．戦 後の 追 い つ き ・追 い 越 せ 時代 か ら，経 済力 で

は世界の メ ジ ャ
ーに な っ た 現在 ， 改め て 世界企 業に 脱皮する た め の 経営 目標の 変革 を迫 ら

れ て い る．

3．L1 　 ト ッ プの 意思決定プロ セ ス と関心 事

　経営者 （トッ プ）の 最大の 関心事は
， 市場占有率 （シ ェ ア ）で ある ． シ ェ ア の 拡大が 収

益基盤 の 強化 に つ なが り， 長期 的 に も利 益 の 極大化 を もた らす と信 じ られ て い た か らで あ

る ．売上 高 よ りも利益 率で 大 きく差 をつ け られ て い る No ．2 以 下 の チ ャ レ ン ジ ャ
ー企 業が

，

市 場 が 成 熟 化 して い るの もか か わ らず ，市 場 拡 大 期 に お ける と同様 な無謀 な 先行投資 （生

産能力 増 強 を 中心 と した 設備 投 資 ， 研 究 開発 費拡 大 ，従業員 の 積極採用 ，機 能拡大型 関係

会社の 設 立 ・増 強 ） を行 っ て きた ． こ の よ うな事例 を， こ こ 10年 間の 間 に ；電機 通信 ， 自

動車 ， 食品 ，
パ ル プ等 の 製造業 の み な らず ， 流 通 ， 金融 等 の 非 製 造 業 に もみ る こ とが で き

る．この 後遺症 は 3 〜5年後に 明確 に な り ，
そ の 後抜本 的 な経営見 直 しが 必 要に な る．

　 こ の よ うな経営者 の 意思 決定 プ ロ セ ス を ， 決算書 と関連 させ て 示 したの が ，次頁 の 表 8
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　　　　　 　　　 表 8 　経営者の 意思決定プロ セ ス と決算書

E一 損益計算書 → 一 　 貸借対照表　
一一一一一一一一

→

　 〈損益項目 〉　　　　　 〈資産項 目〉　　　　　　　　 〈負債 ・資本項 目〉

窪琵諏高の 拡義

販促活動

研 究開発活動

減価償却費

税引前利益

株主配 当金

ル ・ペ ーパ

行

付 杜債

（注）実線 は資金 の 流れ を示 す．

で あ る．従来 の 経営者 の 関心 事 は ，太 い 枠 で 示 した売 上 高の 拡大 ， こ れ を達成 する た め の

設備投 資， さ ら に関係 会社投融資 まで で あろ う． こ れ らの 投 融資 をす る には
， 資金 の 調達

が 必 要で あ るが ， ト ッ プ は こ れ に ほ とん ど関心 が な く ， 担当役員 に 任せ っ ぱ な しで あ る ．

資金 は，活発 な 設備投資 の 制 約要 因 に は な らな い ．
一

貫 した土 地 の 値上 りの 結果 の 担 保 価

値の 増 加 ， 高株価 の もとで の 低 配 当等 に よ り 「金 は 天 か ら降 っ て くる」 と考 えて い る ふ し

が ある ．過大 な設 備投資 よ っ て 売上 高が 拡大 した に もか か わ ら ず ， 利益 が 圧 迫 され
， 配当

金 の 増 加 が ない と い う事態 に な っ て も， 経 営者 は批 判 を受け る こ と が な い ． まさ に
， 日本

企 業の 経営特性 に起 因 して い る ．

　経営 に お ける 資金調達 の 自由度が 高 い の で
， 経営者は株主 に対 す る配 当率や 配 当性向に

関心 が 薄 く， 自社 の 営業活動 か ら稼得 した キ ャ ッ シ ュ
・フ ロ ーの 重要性 を認識 して い ない ．

こ の 結果 ，
シ ェ ア の み を優先 し，

キ ャ ッ シ ュ
・フ ロ

ーを は る か に超 える過大 な設 備投資等
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が 行 な わ れ る ． こ こ で は
， 投 資効率 （総 資本経常利 益率）が 無視 され

， 固 定費の 急 激 な負

担増 が 残 る，平成 の バ ブ ル の 崩壊の 後遺症 が依然 と して 回復 しな い の は
， 戦後築 い て きた

日本 型経営特性 に 綻 びが 始 ま っ た こ とを意味 して い る ， ま し て や 企 業が グ ロ
ーバ ル 化す る

と き，世 界 に 通用 す る 日本 企 業の 行動 目標 の 変革が 必要 に な る ． こ こ で は 3 つ の 変革 に つ

い て 検討する こ とにす る ．

3．12 　シ ェ ア 優先経営か ら投資効率重視経営に

　 日本企 業が 世界 に 追 い つ くまで の 国 内 を中心 と し た 戦略 と
， 経営 規模で は 世界 の ト ッ プ

企業 の 仲 間入 りを し ， 海外売 L比 率が 高ま り海外グ ル ープ 内競合 も始 ま っ た 時点 で の 戦略

とは異 なる はずで あ る ．

　 後追 い や 模 倣 で あ っ て も
， 安 くて 良 い 製 品で 世界 の シ ェ ア を ア ッ プす る とい うプ ロ セ

ス ・テ クノ ロ ジ ー ・ベ ース の 戦 略 は ，世 界 に 追 い つ く まで で あ る．す で に 日本企 業 は，世

界 に新 た な製品で 貢献す る とい うプ ロ ダ ク ト ・テ ク ノ ロ ジ ー ・ベ
ー

ス の 戦略 に は い る 時期

に きて い る σ ）．他社 が作 る 製 品 は 作 らな い と い う独 自性 を打 ち だす 戦 略 は，規模 の 拡 大 の

み を追 うシ ェ ア競 争か らの 訣別で あ る ．当然 ， 従来 とは異 な る リ ス ク が伴 う．

　生 産 能力や 販 売拠点の 増強 だ け で は
， グ ロ

ーバ ル 企 業 と して 耐 えられ な い とす れ ば， シ

ェ ァ優 先 と い う損益計算書 中心 の 経 営 か ら脱 皮 す る必 要 が あ る ．売 上 高 成 長 率が ゼ ロ で あ

っ て も，少 ない 投 資 で よ り多 くの 利益 を着実 に 計上 す る に は，他社 の 追 従 を許 さな い 製品

の 開発 を し，投 資効率 （総資本経常利益 率， 自己資本 利益 率 ） を重 視 し た貸借対照表中心

の 経営 に転換する 必要が ある ．

　企 業 は タダ で 活用 して い る含み益 に年率 6 ％ の 金利 コ ス ト，あ る い は賃借料 を計算 して ，

なお 利益 を計上 で き る か 否か を常 に 検討す る必 要が あ る ． 日本 国 内で は
， 含み 益 の ない 限

昇企 業 をべ 一
ス に販売価格が 設 定 され て い る は ずで ある か ら ． こ の コ ス ト加算後 に利 益 を

計上 で きる企 業 は ，製 品力
・
営業力 に 優れ ，海外 で も利益 を十 分計上 で きる 経営体 質が あ

る とい える ．国内で は 正 の 資産が ，海外進出す る に あた り負 の 資産効果 を もた らす こ と を

忘 れ て は な らな い 。

3．L3 　固定費無視経営 か ら余裕度重視経営に

　追 い つ き，追 い 越 せ とい うキ ャ ッ チ ・ア ッ プ型 の 経営 は ，拡大
一

本槍 に な る ． また
， 株

主は サ イ レ ン トで
， 株式投資効率 を重 視 して い な い の で ， 経営者 は常 に 強気 な設備投資が

可 能で あ り，投資 の 万が 一
の 失敗は 含み 益 を リ ス ク ・ヘ ッ ジ に 使 え る ，わ が 国製造業の 損
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益分 岐点 の 位 置 （余裕 度 ）は ，最 高 の 収益 率 に な っ て も 80 ％ を切 る こ とは ない ．年 間総 労

働 時 間が 1，800 時 間に急 激 に 減少す る と，現状 か ら 20 ％ 以上 生 産力が低 ドす るこ とに な り，

最高時点で もほ とん ど利益 を計上 する こ とが で きな くな る ．

　平 成 の 好 景 気 は ，典 型 的 な横 並 び 的設 備 投 資 に よ る過 大 な減 価 償 却費，採用 し過 ぎた 従

業員 ，落 とせ な い 研 究開発費， さ らに株 式 に転換 で きな い エ ク イテ ィ 社債 に よる 資金 コ ス

ト増等 に よ り， 固定費負担 を
一

段 と押 し上 げ ，
バ ブ ル 崩壊後 の 収益力 を悪化 させ た ．規模

拡 大指向 に よ り固定費 を無視 した経営の 結果 で あ る ．

　余裕あ る経営 とは
， 損益 分岐点の 位置が 70 ％ 前後 に押 さえ られ て い る こ とが 肝 要 で ある ．

超 高齢化社 会 は ， 高 コ ス ト負担時 代 を迎 え る こ とを意 味 し ， 平常時で 余裕度 90 ％ 以 上 の 企

業 は ，国内で の 存続 す ら困難 に な る で あ ろ う．

3．1．4　資金無関心経 営か ら CF 重視企業 に

　わ が 国企 業 の 多 くで 積 極的 な設備 投資 が 可 能で あ る の は ，高株価 に よる 市場資金 お よび

含 み 益 に よる 銀行資金 の 調達が 自由 に で きた か らで あ る ．経営 者は資金 調達 に 無関心 で も

問題なか っ た ． こ の 結果前述 した よ うに 日本企業全体 が 固定費過 大企 業に な っ て しま っ た ，

　環 境 激変期 に は，常 に資金 的 に 余裕 の あ る経営 をす る必要が あ る． こ の た め に は ，まず，

外 部の 資金 に 依存 し な い 経 営 に徹 す る こ とが 重 要で ある ．企 業の 設 備投資や 企 業買 収 を
，

キ ャ ッ シ ュ
・フ ロ

ー
（CF ）の 範囲 内で 実 施す る 限 りに お い て ，経営上 の 不安感 はな い ．営

業 活 動 に よ っ て 稼 得 した 資 金 で あ る CF の 範 囲内 で 長期投資 をす る 限 りに お い て ，業界 全

体が横並 び的 過大投資 に走 る こ ともあ る ま い ．

　市場 が 成 熟化 した 大企 業 の 経営者 が ， 自己 の 責任 に お い て 長期的経営判断 をす る と き
，

CF を意思決定の 重要 な制約要 因 と して 配 慮す る こ とが 肝 要 で ある ．海外 の グ ロ ーバ ル 成 功

企 業が ， CF と長 期投資 と の 関係 を常 に配 慮 して い る の は ， 自己 の 経営 努 力 とは関係 な い 土

地等 の 含み 益 や 高 い 株価に よ っ て ， 「金 は 天 か ら降 っ て くる」 と い うよ うな こ とは な い と認

識 して る か らで ある   ．

3．2　子会社経 営の変革

　 グ ロ ーバ ル 経営 の 進展 は，海外子会社の 拡 大と い うこ とで あ る ．海外子 会社 を含 む企 業

の グ ル
ープ経営 に つ て は

， 会計 制 度的 に も変革 が 求 め られ る．わが 国独特 な制 度会計 に準

拠 して お れ ば 許 され る時代 は終 わ りつ つ あ る ．す な わ ち，国際会計基準が 導入 され て
， 流

動資産の 含み 益 を計上 し
， 連結決算ベ ー

ス で
， 地域 別 ・製 品 別 の セ グ メ ン ト情 報 に営業損
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ー

バ ル 企 業に 耐える た め の 基本 的管理 思 考

益 を明 示 しな け れ が な らな い 時代 が到 来 しよ う と して い る．海外 事 業 の 失 敗 を有 価 証 券 の

含 み益 で 穴埋 め し
， 特定海外事業が 赤字 の まま売上 規模 を拡大す る こ とは不 可 能な る ．

　 また ， グ ロ ーバ ル 化 は ，海外子会社 を通 して・日本企 業の 利益 を共有 し，公平 に 分配 し よ

うと の 力が働 くで あ ろ う．国内 中心 の 子会社経営の 発想 に変革が 求め られ る ．

3．2．1　親子依 存経営か らパ ー トナ ー意識経営 に

　 日本企 業の 子 会社で 悠々 黒字を計上 して い る 企 業が ど の 程 度ある で あろ うか ．子会社が

親会社の 経営効率化 の
一

貫 と して 設 立 され ， 親会社 の 利益 の バ ッ フ ァ
ー と して の 機 能 を に

な っ て い る こ とが 圧倒 的 に 多 い ．

　 「子 は親の 自由」 と い う意識が 強 い ．す な わ ち，子会社 の 幹部以 上 の 人事 は 親会社 が 介

入 し，親子間 の 取 引価 格に は 必 ず し も市 場 価 格 が 最 優先 して 決定 されず，親 会 社 の 利益 に

よ っ て 調 整 され ， 資 金は 親 会社で
一

括管理 され る の で 自由度 が な く ， 親 の た め の シ ス テ ム

と して 運営 さ れ る の が 通常 で ある ．子会社 も甘 えの 構 造か ら 脱 し きれ な い 親 子依存経営で

あ る ．

　 こ の よ うな 親子 関係 を海 外 にま で 持 ち込 ん だ の が 現 在の 多 くの 企 業 の 状 況 で あ る．海外

企 業の 現 地化 が 進 む と き ， 全 く独立性の な い 子 会社経 営が い か に危 険で あ るか が 明確 に な

っ て きた ．海外子 会社 は
， 資本 と商取引 に よ っ て 日本 の 親会社 と関係 は ある が ，設 立 地域

国の企 業で り， 主従 の 関係 と い う よ りもパ ー トナー
で ある と い う意識 へ 変革す る必 要が あ

る ．海外現地化 に よ る 現地 子会社 の 独立 性 の 強化が 重 要で あ る ． こ れ を人，物，金 ，情報

の 観点か ら整理 す る と次 の 通 りにな る ．

・人

・物

・金

社 長 を含 む の 経営 陣の 現地化 を促 進 し
， 株主 の 代表者 と し て の ボ

ー
ド ・メ ン

バ ー
に よる チ ェ ッ ク機 能の 充実 を はか る ．すべ て の 経営 内容 を知 ら ね ば経営

が で きな い とい う直接 経営か ら，現地 経営 陣 に責任権 限 を委譲 し間接経営が

で きる と い う信頼 関係 を構築す る． ま た ， 親会社 の 経営陣 か ら外 国人 を排 除

す る必 要は な く， 最 適経営陣 の 相 互 乗 入 れ をはか る ．

日本 中心 の 開発 ・生 産 ，
さ らに 輸出 か ら

， 最適地 開発 ・最適地生 産 ・最適地

販 売 に切 り替 え ，企 業 グ ル ープ全 体 で 競 争 力 の 強 化 を計 る ． グル ー プ企 業間

の 相互 取引価格 の 妥 当性 が 特 に 重要 に なる ．取引価格 を調 整す る こ とに よ り

ある
一

国 に 利益 が 集積 す る こ とは 許 さ れず ， グ ル
ー

プ 企 業間 で の 経営力 が正

当に評価 され る利益 配分 に なろ う．

資金的 リス ク は すべ て 日 本親会社が負担する こ と か ら脱皮す る 必要が ある ．

手形 と含 み 益 の 利用 に よ る 目本型 資金 調達方法 を念頭 に お い た経営 は海外 で
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　　　　 は 成 り立 た ない ．設立 当初は無理 に して も，資金の 現地 調達 ・現地 活用 に徹

　　　　 す る こ とで あ る ．証券市場が 自由 に 活用 で きる 地域 に お い て は
， 現地 法人 の

　　　　 株 式上場 を念頭 に お き
， 安 くて 良 い 製 品 の み な らず ， 当 該企 業の 株 式 も現地

　　　　 の 方 々 が購 入 で きる よ うな経営 を実 行 し ， 日本国 内 に投 資 リ ター ン で ある 配

　　　　 当金 を環 流 させ る こ とが 長 期的 に重要 で あ る ．

・情報　　 親 子 会社 間 の パ ー
トナ ー経営 の 結 果 ，

グ ル
ープ全体 の 対 立 関係 が 表面化 し ，

　　　　 求心力が 働 か な くな る と
，

グ m 一バ ル 化 した 意味 が な くな る ．資本 と取引 に

　　　　 加 えて
， 情報 に よ る 求心力強化 も計 ら ね ば な ら ない ．す なわ ち ， 各地域 で 活

　　　　 用 で きる 情報 の 共有化 とグ ロ
ーバ ル 戦 略検討会議 の有効活用 が 重要に な る ．

　　　　　コ ン ピ ュ
ー

タ に よ り統合 され た情報 ネ ッ トワ
ー

ク が，親会社 の み の 情報収集

　　　　 で あ っ て は な らな い ． 各地 域 の 現地 法人 の 必 要 とす る情報が
， 自由に 利用 で

　 　 　 　 　きる シ ス テ ム で な けれ ば な らない ．

　　　　　 戦 略検討会 議 は
， グル ー プ全体 の 強 み が シ ナ ージ効果 と な る た め の 説得

・

　　　　 決 定 ・調 整 機能 を果 た す こ とに な る ．情報 に は
， 人 の 意思 と信 頼 関係が 伴 わ

　　　　 ね ば生 きた もの とは な ら な い ．現 地法人相 互 の 信 頼関係 に 基づ く， 強力 な軍

　　　　 団 が つ くれ る か 否か は ，戦 略検討会議 の 成否 に か か っ て い る ．

3．2．2　規模拡大重視経営 か ら利益重視経営に

　 1980 年以降の 日本企 業の 海外進 出 は
， 日本国 内の 競合状況 をそ っ くり移転 した ．す な わ

ち
， 海外 に お い て も 日本企 業同志の 規模拡大競争 を行 っ て きた ．電機業界の トッ プ は

， 「米

国で の わ が 社 の 競争相手は 日本企 業の A 社 で す．あそ こ が 100 万 台な ら ，
わ が 社 は 110 万

台だ と頑張 っ て きま した ．気 が つ い て み る と，米 国企 業 は壊滅 し， 日本企業で 利益 を計上

して い る 会社 は
一

社 もな くな りま した」 とい う言葉 に代表 さ れ る ．

　 こ の よ うな規模拡大重視 の 経営 に は耐 え られ な くな っ て きた．現地 法人が株 式 を証券市

場 に 上 場す る ため に も，利益 重視 の 経営 に 経営行動 を変革す る必 要が あ る ． こ の 大前提 に

は ， 海外 進 出 時の フ ィ ジ ビ リテ ィ
ー ・ス タデ ィ の 精度 を高め ，

こ れ に 基 づ く事業計画 の 社

内稟議書を ， 徹底 して 検討する こ と で ある ．米国 に進出 した 部品製造子会社 の トッ プ は ，

「顧客 の 依頼 で 進出 し て きました ．常に フ ル 操業で 売上規模だ けは 拡大 して い ますが ， 従来

に もま して 赤 字が 拡大 して い ます． こ の よ うな状況 は
， 設 立以 前か ら予 測 して い ま した ．

親 会社 の 我慢 の 限界 まで 続 け る以 外 に あ りませ ん 」 と言 っ て い る ． こ の よ うな経営判断 の

責任 は 誰が
， 何時 とる の で あろ うか ．親会社 ト ッ プの メ ン ッ と しか思 えな い 横並 び的 ご り

押 し進 出を排除 す る こ とが で きなけ れ ば ，進出以降の 管理 をい か に 精緻化 して 管理 レ ベ ル
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を向上 して も， 空 しさ しか残 らない ．

3．2．3　損益不明確経 営か ら公 正 な計算 体系導入経 営に

　 わが 国の 決算 は ，従来親会社 の 単体財務諸表 が 重視 さ れ た ．子会社 は 親会社の バ ッ フ ァ

ー と い う意識か ら抜 け切 っ て い な か っ たの で ， 子 会社 の 損益 が 不明確 で あ っ た の は や もう

えな い ． しか し ， 海外現 地 法 人 の パ ー トナ ー意識 を重視 す る と き ， 相互 の 取引 に つ い て は

合理 的か つ 公 正 な計算体系 を導入 す る 必要が ある ．すな わ ち
， 製造子会社 は

， 当然親会社

で 発生 した経費の 子会社相 当分 を負担 しなけれ ば な らな い ．

・ロ ーヤ リテ ィ の 計算

　製造業 の 将来 を保証 す るの は研 究 開発投資で あ る ．こ こ 10年 間， 日本企 業 は研 究開発費

を増 加 して きた ． しか し ， 海外で の 生 産が 急増 して い る に もか かわ らず ， 製造現地 法人 に

適正 な研 究 開発費 ， す な わ ち ロ ーヤ リテ ィ を負担 させ て い る企 業 は ま れで あ る ．　米国進

出の トッ プ中核企 業で や っ と 1 〜 3％ で あ る．

　海外 生 産比 率 が 向上 して い る現 在， 日本 の 親 企 業 で 負担 して い る研 究開発 費の 回収 は将

来 どの よ うに して行 うの で あ ろ うか ．

・日本人 出 向者 の 人件費

　海外現地法人 は
， 日本人の 出向 に よ っ て 現状 を維持 して い る 場合が 多い ．現地 化の 一

環

と して
， 日本人 を組織上 どの よ うに位 置づ ける か苦労 して い る ．現地経営 陣 をラ イ ン に，

日本 人 をその ス タ ッ フ に つ け る こ とが 頻繁 に見受 け ら れ る ． こ の 場合 ラ イ ン の 長 の 方が 役

職 的に は上 で あ る．欧米で は 同
一

賃金 ・同
一

労働が 当然 で あ る の で
， 役職 が 下 の 者が 給与

水準が 低い の が 当然で あ る ． と こ ろ が 日本 人の 日本で の 給与水準が高 い と，賞与 は 日本負

担 とな る こ とが あ る． また各種 支援 の た め，3 〜 6 ケ 月の 出張の と きに は
，

こ れ も日本負担

が 多い ．本来 こ の よ うな人 的支援 に対 する 人件費 は ， 全 額現地 が負担 して 採算 を維持 す る

必要が ある ．

・業務指導料

　前記 の 短期 出 張 を伴 う経営全般 に わ た る 指導が あ れ ば，当然 こ の 経営支援 に 対 す る業務

指導料の 負 担 を
， 人件 費以外 に 現地法 人は支払 う義務が ある ．米国現 地法 人 で こ の コ ス ト

を負担 して い る企 業は 無 か っ た ． しか し ， 米国で は 支払 っ て い な くと も ， 東南 ア ジ ア で は

支払 っ て い る子 会社 は ある ．各地域 の 現地法人 に 共通 な計算体系 を導入 し て い る と は い い
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が た い ．地域 国家 間の 公 平 性 を厳密 に適 用 しな けれ ば，企 業 グル ープ 内の 利 益 を恣意的 に

操 作 して い る こ と に な る ．

・株式 配 当金

　米国に 進出 し て い る 中核子 会社 で
， 親会社か ら配当金 の 支払 を期待 され て い る 企 業 は一

杜 もなか っ た ．海外進 出す る に あた っ て
， 資金 の 現 地化 とは

， 現地 の 営 業活動 か ら稼得 し

た資金 は 日本 に 環流 させ な い で ，現地で すべ て 投 資す る とい う意味 もあ る ． しか し，将来

日本が 超高齢化社会 を迎 え ，海外投資か ら一
切配当金 回収 が な けれ ば ，海外生 産比 率が 向

上 した と き， 日 本 は どの よ うに して 利益 を確 保す る の で あ ろ うか ． ま た，現地 化 が 進 み ，

現地 法人 の ト ッ プが 日本人 で な くな っ た時 点 で の 配 当 金の 回 収 は ， ます ます 困難 に な るで

あ ろ う．現 地 法人 の 設 立 当初 か ら ， 親 会 社 の 配 当性 向程度 は
， 現 地法 入 か ら配 当 を回収 す

る と い うル ール を明確に して お くこ とが 肝要で ある ．

　海外の 現 地法人 を設 立す る と きの 計算体系 に
，

ロ
ー

ヤ リテ ィ の 支払 ， 入件費の 負担 ， 業

務委託料の 計算，配当金 の 支払 を明確 ，か つ 公平 に 組込 む こ とが 重 要で あ る ． こ の よ うな

配慮が な く， 厳 密 な採算計算 をす る こ とな く，横並 び的海外 進出 した あ とに ， い か に精緻

な管理 シ ス テ ム を導入 して も，管理 の ため の 管理 にす ぎな くな る．

　 ま た ，
こ れ らを組込 み こ ん だ事業計画の もと に ， 1〜 3 年以 内 に 配当が 可 能な現地法 人 の

み を設 立 す るの で あれ ば
，

こ れ程 集 中豪雨 的 な海 外 進 出 は あ りえず ， 海外撤 退 基 準 も明確

に な ら ざる を え ない で あ ろ う． さ ら に
，

一企業グ ル ープ 内で の 各地域共通で 公正 な取引慣

行 や計算体系の 導入 が
，

グ ロ
ーバ ル 企 業 と し て 長期的 に 耐える た め に不 可 欠で ある ．

お わ り に

　平成の バ ブ ル が崩壊 し，先 の 見通 しが 立 た ない 日本 の 企 業が 多 い ．こ の よ うな現状 で も，

今後 日本企 業 の 業績回復能力 は十 分 にあ る と思 うが ，現 在 45 才の 団塊 世代 が 260 万 人 ，20

才 の 団塊 ジ ュ ニ アが 200 万 人 強 ，
ゼ ロ 才 児が 121 万 人 と い う こ とを考 え る と，20 年後 の 日

本 経済お よび 企 業は どの よ うな状 況 にな っ て い るの で あ ろ うか ．

　 グ ロ ーバ ル 化せ ざる を えな い こ の 時代 に ， グ ロ ーバ ル 企 業の 経 営 業 績 が急 激 に悪 化 して

い る の は
， 経営や 管理 の 基本 を厳密 に実行 して い なか っ た企 業が 多か っ た とい うこ とを意

味 して い る．

　管理 会計 とい う管理 の 基本 に携 わ る者が ， 経営戦 略 の 結果 を忠 実 に表示 し ， 適切 な情報

を タ イム リ
ー

に 提供す る だけで
， その 機能 を果 た し た とい える の で あ ろ うか ．仕事や 学問

領域 が細分化 ・精緻 化 した結果 ， 自己の 領域 を余 りに も狭 く設定 し
， 経営戦略や経営行動
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を前提 に した 管理 の 議論が 多す ぎる の で は な い か ．企 業経営 は
．一

つ の 機能 だ けが単独 で 成

り立 っ て い る こ とは な く，相互 に 関連 し合 っ て い る ．超高齢化社会 と国 内 外の グ ロ
ーバ ル

時代 をむ か える に あた り，管理 に 携わ る 者は
， 数値の もつ 意義や 力を フ ル に社 内外 に活用

し
， 管理 の 基 本的思考の 立 場 か ら

， 経営側 の 意思 決定や経営行動 に 対 して 積極的 に発言 を

し て い く使 命が あ る と考 え る ．

注

（1） 通 商産業省産業 政 策局国際企 業課編集 「第四 回海外事業基本調 査 ，海外投資統計総覧」，平 成 3 年．17，58，59

　 　 頁 よ り作 成

（2） トッ プ とは，現 地 法 人 の 社長や 副社長 を意味 して お りr イ ン タ ビ ュ
ーを含 む ア ン ケ ・．一ト結果 の 分析 は，早稲 田大

　　 学 シ ス テ ム 科 学 研 究所 　研 究 レ ポ
ー

ト 「1991 年度版 　グ ロ
ーバ ル 化 時代 の わ が 国 関 係 会 社 戦 略 の 変 質一 米 国進

　　出 関 係 会 社 の 経 営 動 向 調 査 に 基 づ き　 」で 明 らか に して い る．こ の 小 論 の 「表 2 − 6」 は ，当 レ ポ
ー

トか ら引 用

（3）同 ヒ研究 レ ポート，「製造業 に お ける 海外進出目的」（20 頁） に よ る と，1989 年度 で 30．3 ％ の 米国中核子 会社 が

　　 こ の よ うに考 え て い る．

（4 ） 目本 の ．ヒ場 企 業 の 税 引 前 利 益 率 は ，日本経 済新 聞社 作 成 の 「日経 ，財 務 デ
ー

タ」 （全 業 種，製 造 業，非 製 造 業 ｝ よ

　　 り引用

（5） こ こ で の 7ポ イ ン トの 経営特性 は
， 拙著 ，

「変革　日本 型経営」第
一

法 規 出 版，平 成 4 年，195 〜204 頁か ら 整 理

　 　 要 約 した ，

（6）拙著，同上，205 〜230 頁か ら整理 要約

（7）Leaser　C．　 Thurow，”HEAD 　TO 　HEAD ”
，
‘
ヒ屋 尚彦 訳　「大 接 戦 」，講 談 社 ，平成 3年，囗 本企 業 の 競争力 は プ ロ

　　セ ス
・
テ ク ノ ロ ジー

に あ り，欧米 の 企業は プ ロ ダ ク ト
・
テ ク ノ ロ ジ

ーを重視 して い る と述 べ て い る．

（8）拙 著，「ビ ジ ネ ス 　ゼ ミナ・一
ル 　会 杜 の 読 み 方入 門 」（日本 経済新聞杜 ）．平成 4 年，453 〜482 頁，「第 15章 総

　　合演習
一

花王 の 国際生 き残 り戦略」で ，日 米 ト ッ プ企 業 の 財務戦略 の 相違 を明確 に して い る．
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HOW  TO  THINII  ABOUT  MANAGING
       THE  GLOBAL  COMPANIES
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ABSTRACT

  Since 1985,  Japanese  companies  has been  extended  their business abroad,

especially  to The  United State of  America. They  made  rapid  progress  to their
amounts  of  sales  and  numbers  of  employees.  But their profits were  growing  worse.

Why  did their management's  results  grow  worse  .

  To make  clear  that reasons,  this thesis analyzes  the management  characteristics

of  the Japanese  eompanies,  explains  their structures  ofprofits  and  funds affected
by the characteristics.  But many  traditional Japanese companies  are  difficult to
transfer them  to the  advanced  nations  .The  companies  that make  much  of  the

global strategies  must  change  their basic management  styles,  especially  their
management  targets, operations  of  affiliated  firms, if they  hope  to survive

permanently.
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